
別記１
推進事業及び整備事業等の補助対象者は、次の表に掲げる者とする。

事業の名称 補助対象者

（１）推進事業 補助対象経費欄の(1)から(3)まで及び(6)から(8)までの取組にあっては、地
方公共団体、農業協同組合、森林組合、漁業協同組合、試験研究機関、狩猟者
団体等関係機関、集落の代表者等で構成される組織又は団体であって、代表者
の定めがあり、かつ、事業実施及び会計手続を適正に行いうる体制を有してい
る組織であって、次に規定する組織及び運営についての規約の定めがある協議
会（以下「協議会」という。）とし、事業内容欄の１の(4)の取組にあっては、
当該協議会の構成員である農業協同組合、森林組合、漁業協同組合その他の農
林漁業関係団体又は農林漁業関係団体が組織する団体であって、代表者の定め
があり、かつ、事業実施及び会計手続を適正に行いうる体制を有している協議
会とする。
１ 補助事業等の事務手続きを適正かつ効率的に行うため、協議会としての
意思決定の方法、事務処理及び会計処理の方法及び責任者、財産の管理方
法、公印の管理及び公印の使用の方法及び責任者、内部監査の方法を明確
にした組織の運営等に係る内容が記載された規約が定められていること。

２ １の規約その他の規程に定めるところにより、１つの手続につき複数の
者が関与する等、事務手続きに係る不正を未然に防止する仕組みとなって
おり、かつ、その執行体制が整備されていること。

補助対象経費欄の(5)、(9)及び(10)の取組にあっては、①協議会又は②狩猟
者団体、処理加工施設の運営者、地方公共団体及び民間事業者（食品関連事業
者、流通販売事業者）等から構成される組織若しくは団体であって、代表者の
定めがあり、かつ、事業実施及び会計手続を適正に行いうる体制を有し、次に
規定する組織及び運営についての規約の定めがあるコンソーシアム（以下「コ
ンソーシアム」という。）とする。
なお、コンソーシアムは、次の全ての要件を満たすものとする。
１ コンソーシアムが実施する事業等に係る事務手続を適正かつ効率的に行
うため、コンソーシアムとしての意思決定の方法、事務処理及び会計処理
の方法及び責任者、財産の管理方法、公印の管理及び使用の方法及び責任
者、内部監査の方法を明確にした組織の運営等に係る内容が記載された規
約が定められていること。

２ １の規約その他の規程に定めるところにより、１つの手続について複数
の者が関与する等、事務手続に係る不正を未然に防止する仕組みとなって
おり、かつ、その執行体制が整備されていること。

３ 処理加工施設の運営者、市町村及び民間事業者が参画すること。
４ 補助対象経費欄の(5)の取組を実施することとし、併せて、補助対象経
費欄の(7)から(9)まで及び整備事業の補助対象経費欄の(2)の取組を実施
することができるものとする。

（２）整備事業 補助対象経費欄の(1)、(3)及び(4)の取組にあっては、①協議会又は②その
構成員（試験研究機関を除く。）であって、かつ、代表者の定めがあり、事業
実施及び会計手続について協議会と同程度の体制を有しているもの（以下「協
議会構成員」という。）とし、補助対象経費欄の(2)の取組にあっては、①協議
会、②協議会構成員又は③コンソーシアムとする。

（３）鳥獣被害防 協議会及び市町村（協議会の構成員に限る。）

止緊急捕獲活動支
援事業

（４）中山間地域 協議会又は協議会構成員
鳥獣被害防止施設
整備事業



別記２
推進事業に係る補助率等の限度額は、次のとおりとする。
１ 被害防止活動推進

２分の１以内。ただし、次の経費にあっては定額。
（１） 鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律（平成19年法律第13

4号）第９条第１項の鳥獣被害対策実施隊（以下「実施隊」という。）が行う補助対象経費欄の（１）
のイからキまでの取組に要する経費
ア 捕獲の有資格者が存在しない実施隊を有する市町村の限度額は500千円以内とする。
イ 捕獲の有資格者が１名以上、５名未満存在する実施隊を有する市町村の限度額は1,000千円
以内とする。

ウ 捕獲の有資格者が５名以上、20名未満存在する実施隊を有する市町村の限度額は2,000千円
以内とする。

エ 捕獲の有資格者が20名以上存在する実施隊を有する市町村の限度額は3,000千円以内。
オ 補助対象経費欄の（１）のオの取組に要する経費については、上記アからエの限度額に1,00
0千円以内を加算できるものとする。

カ 補助対象経費欄の（１）のカの取組に要する経費については、上記アからエの限度額に他地
域に居住する捕獲の有資格者を実施隊の構成員として任命し、市町村が定める被害防止計画に
基づく有害捕獲活動を実施する者一人当たりに対して100千円以内を加算できるものとする。
ただし、1,000千円を上限とする。

キ 補助対象経費欄の（１）のキの取組に要する経費については、上記アからエの限度額に2,00
0千円以内を加算できるものとする。

（２） 事業実施地区の範囲が２以上の市町村の区域にわたって事業を実施する場合にあっては、実施
隊が行う補助対象経費欄の（１）のイからエまでの取組に要する経費については１市町村当たり
（１）のアからエの額に200千円を加算した額以内を限度額として定額補助できるものとする。
なお、銃猟の有資格者が存在する実施隊を有する市町村が、銃猟の有資格者が存在しない実施隊

を有する市町村を含めた地域において、市町村境を超えた広域的な捕獲を実施する場合、１市町村
当たり（１）のイからエの額に500千円を加算した額以内を限度額として定額補助できるものとす
る。

（３） 過年度に鳥獣被害防止総合対策事業の補助を受けたことのない補助対象者においては、（１）
又は（２）に代えて、補助対象経費欄の（１）のアからエまでの取組に要する経費について、１市
町村当たり2,000千円以内（（１）のエの場合は3,000千円以内）、事業実施地区の範囲が２以上の市
町村の区域にわたって事業を実施する場合にあっては、補助対象者を構成する１市町村当たり2,20
0千円以内（（１）のエの場合は3,200千円以内）の定額を受けることができるものとする。
なお、銃猟の有資格者が存在する実施隊を有する市町村が、銃猟の有資格者が存在しない実施隊

を有する市町村を含めた地域において、市町村境を超えた広域的な捕獲を実施する場合、１市町村
当たり（１）のイからエの額に500千円を加算した額以内を限度額として定額補助できるものとす
る。

２ 実施隊特定活動
定額

３ ＩＣＴ等新技術実証
２分の１以内。ただし、１市町村当たり1,000千円以内、事業実施地区の範囲が２以上の市町村の

区域にわたって事業を実施する場合にあっては、１市町村当たり1,100千円以内を限度額として定額
補助できるものとする。

４ 農業者団体等民間団体被害防止活動
２分の１以内。ただし、１市町村当たり2,000千円以内、同一市町村内の複数の補助対象者がそれ

ぞれ異なる対象鳥獣に対する被害防止活動を実施する場合にあっては、１団体当たり2,000千円以内
を限度額として定額補助できるものとする。

５ ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組
１市町村当たり3,000千円以内を限度額として定額補助できるものとする。ただし、衛生管理認証

の新規取得に要する経費は１施設当たり350千円以内を限度額として定額補助できるものとする。
６ 鳥獣被害対策実施隊体制強化

１市町村当たり2,000千円以内(１ヶ月の上限200千円）を限度額として定額補助できるものとする。
７ 捕獲サポート体制の構築
（１） サポート隊における狩猟免許を保有しない構成員が40名以上となる市町村にあっては、１市町

村当たり1,000千円以内を限度額として定額交付できるものとする。
（２） サポート隊における狩猟免許を保有しない構成員が80名以上となる市町村にあっては、１市町

村当たり2,400千円以内を限度額として定額交付できるものとする。
８ 重点捕獲対策強化

イノシシ・シカ（幼獣を除く。）の捕獲頭数の状況（増加数、増加率）に応じて、１市町村当たり



の限度額として、次に掲げるとおり定額交付できるものとする。
（１） 同一都道府県内における捕獲頭数の増加数が最も多い市町村から順に１市町村当たり300千円、

200千円、100千円以内を限度額として市町村に対して定額交付できるものとする。
（２） 同一都道府県内における捕獲頭数の増加率が最も大きい市町村から順に１市町村当たり300千

円、 200千円、100千円以内を限度額として定額交付できるものとする。
（３） （１）及び（２）は重複して支援を受けることはできないものとし、重複した場合の取扱いと

しては、（１）及び（２）のうちより大きい限度額を優先するものとする。この場合において、更
に限度額が同額の場合は（１）を優先する。また、重複した場合は次点の市町村に対して限度額と
して定額交付できるものとする。

（４） 北海道においては、地形条件等を考慮し、道内を４区分した区域を、（１）及び（２）にいう
同一都府県と同等とする。

９ 処理加工施設の人材育成
１施設当たり1,920千円（１ヶ月の上限160千円）以内を限度額として定額交付できるものとする。

10 ＩＣＴの活用による情報管理の効率化
１市町村当たり3,500千円以内を限度額として定額交付できるものとする。

11 事業実施主体がコンソーシアムの場合
５、９、10によるものとするが、参画する市町村数に関わらず、定額交付できる限度額は、１コン

ソーシアム当たり10,000千円以内とする。

別記３
整備事業に係る補助率は２分の１以内とする。ただし、次の１の場合にあっては100分の55以内、２の

場合にあっては定額とする。
１ 次の（１）から（６）までの要件のいずれかに該当する場合
（１） 山村振興法（昭和40年法律第64号）第７条第１項の規定に基づき指定された振興山村
（２） 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第19号）第２条第１項（同法

第43条の規定により読み替えて適⽤する場合を含む。）に規定する過疎地域（同法第３条第１項若
しくは第２項（これらの規定を同法第43 条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第41
条第１項若しくは第２項（同条第３項の規定により準用する場合を含む。）、第42 条⼜は第44 条第
４項の規定により過疎地域とみなされる区域を含み、令和３年度から令和８年度までの間に限り、
同法附則第５条に規定する特定市町村（同法附則第６条第１項、第７条第１項及び第８条第１項の
規定により特定市町村の区域とみなされる区域を含む。）を、令和３年度から令和９年度までの間
に限り、同法附則第５条に規定する特別特定市町村（同法附則第６条第２項、第７条第２項及び第
８条第２項の規定により特別特定市町村の区域とみなされる区域を含む。）を含む。）以下単に「過
疎地域」という。

（３） 離島振興法（昭和28年法律第72号）第２条第１項の規定に基づき指定された離島振興対策実施
地域

（４） 半島振興法（昭和60年法律第63号）第２条第１項の規定に基づき指定された半島振興対策実施
地域

（５） 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律（平成５年法
律第72号）第２条第４項の規定に基づき公示された特定農山村地域

（６） 棚田地域振興法（令和元年法律第42号）第７条第１項の規定に基づき指定された指定棚田地域
２ 鳥獣害防止施設を農家・地域住民等参加型の直営施工により整備する場合であって、資材費のみ交
付対象経費とするとき。

別記４
中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業に係る補助率等は別記３を準用する。

別記５
青年新規就農者確保対策事業の補助対象者は、次のとおりとする。
１ 市町村
２ 市町村又は民間団体が運営する農業教育機関

なお、農業教育機関は、農業教育高度化プランに位置づけられた農業教育機関であり、取組の実施
に必要な施設設備、人員等の体制を有するものとする。

３ 民間団体
（特定非営利法人、公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、一般財団法人、学校法人、地方独
立行政法人、農業協同組合、会社法人等）

４ 協議会等
（地方自治体、取組を行うために必要な知見を有する農業関係団体、農業経営者、農協教育機関、農
業や教育に関する各種専門家等により構成され、協議会等の運営及び意思決定の方法、事務及び会計



処理の方法並びにその責任者、財産管理の方法、内部監査の方法等を明確にした規約が定められてい
るもの）


